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承継を成功させたい医師のための 
認定医療法人制度活用ガイド

藤澤文太税理士事務所所長

藤澤文太
2006年より税理士法人 FP 総合研究所にて約10年にわたりクリニックの税務会計顧問業務に従事。そ
の後，2016年にデロイト トーマツ税理士法人にて上場会社および上場準備会社の税務申告業務を担当。
2019年には日本経営ウィル税理士法人（現・税理士法人日本経営）にて，全国の病院の税務会計顧問に加
え，病院・診療所・介護老人保健施設を運営する医療法人の事業承継支援，特に出資持分対策や認定医療
法人制度の活用支援に従事。そして 2023年3月に藤澤文太税理士事務所を開業。現在は全国の医療法人
を対象に，認定医療法人制度の活用支援やM&Aの支援を中心とした事業承継支援に従事している。

ご利用にあたって
本コンテンツに記載されている事項に関しては，発行時点における最新の
情報に基づき，正確を期するよう，著者・出版社は最善の努力を払ってお
ります。しかし，医学・医療は日進月歩であり，記載された内容が正確か
つ完全であると保証するものではありません。したがって，実際，診断・
治療等を行うにあたっては，読者ご自身で細心の注意を払われるようお願
いいたします。
本コンテンツに記載されている事項が，その後の医学・医療の進歩により
本コンテンツ発行後に変更された場合，その診断法・治療法・医薬品・検
査法・疾患への適応等による不測の事故に対して，著者ならびに出版社は，
その責を負いかねますのでご了承下さい。
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私が伝えたいこと

◉�「持分あり医療法人」の承継時に発生する相続税の問題，経営リスクの問題
は，認定医療法人制度を活用することで解決できる。
◉�相続税の問題：承継する出資持分に対して多額の相続税が課税されても出
資持分自体は現金ではないため，承継者は納税分だけ持ち出しになる。ま
た，後継者が経営改善を行い財務内容がよくなればよくなるほど，先代の
出資持分の評価額も高くなり，後継者の将来の相続税負担が増える。
◉�経営リスクの問題：出資者が払戻請求権を行使することにより医療法人の
資金繰りが悪化する。払戻しを受けた出資者にも多額の所得税が課税され
る。老舗の病院経営医療法人では，出資者と病院経営者との間で払戻請求
権に基づくトラブルに発展しているケースも多い。
◉�昨今，医療機関の後継者不足による休廃業が増加しているが，特に地方に
おける後継者不足や休廃業は今後さらに加速していくものと予想される。
事業承継を円滑に行うことが，地域医療を維持し，個々の医療機関を存続・
発展させるために，ますます重要になる。

1	 はじめに

他の事業体と同じく医療機関も将来的に，「親族内承継」，M&Aや医療機
関内の親族外医師による「第三者承継」，「休廃業」のいずれかの選択を必ず
せまられることになります。
医療機関の主要な経営主体である医療法人数は2025年3月31日時点にお
いて5万9419法人となっていますが，その約6割である3万5766法人が
「持分あり医療法人」です（Link参照）。この持分あり医療法人を親族に承
継する場合に大きな問題が生じる可能性があります。第1に相続税の問題
であり，第2に経営リスクの問題です（図1）。これらの問題は内部留保が

✓出資持分に対する相続税

✓払戻請求による経営リスク

 図1 	持分あり医療法人の承継における2つの大きな課題

Link
厚生労働省：「種類別医療法人数の年
次推移」（PDF）

https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001505575.pdf
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大きい（純資産が多額である）医療法人ほど深刻な問題となってきます。し
かし，認定医療法人制度を活用すれば，この2つの問題を解決することが
できます。
本稿では，まず認定医療法人制度の概要を解説するとともに，持分あり医
療法人の親族内承継において生じうる問題点（すなわち認定医療法人制度
による対策の必要性）について，事例を交えて解説します。次に，持分あ
り医療法人の親族内承継において認定医療法人制度を活用した際のメリッ
トとデメリットについても，事例を交えてできるだけわかりやすく解説し
ます。また，実際に認定医療法人制度を活用した医療法人の事例をいくつ
かご紹介するとともに，よくあるご質問をQ&A方式で解説します。
昨今における医療機関の休廃業は年間700件を超えてきていますが，その
原因のほとんどが経営者の高齢化と後継者不足によるものです。医療機関
の経営者は原則，医師または歯科医師である必要がありますが，人口減少
に対応した医学部定員の適正化や削減も考えられており，また，都市部や
一部の診療科へ医師が集まっていく中で，特に地方における後継者不足や
休廃業はますます加速していくことが予想されます。地域医療の維持や
個々の医療機関の存続・発展のために事業承継対策は喫緊の課題となって
います。
本稿をお読み頂くことにより，貴法人の存続・発展および地域医療の維持
の一助になれば幸いです。

2	 認定医療法人制度とは（親族内承継で活用する場合のメリット）

「認定医療法人制度」と聞くと，あまり聞きなれない言葉でとっつきにくい
イメージを持たれるかと思いますが，結論から申し上げますと，認定医療
法人制度とは，「医療法人の出資持分を非課税で親族に承継することがで
きるようにする制度」です。
もう少し深掘りして説明すると，医療法人の一方の形態である「持分あり
医療法人」の場合，たとえば当初1000万円出資をして設立した医療法人
が利益を上げて内部留保が大きくなると，出資持分の評価額も高くなりま
す。数十年の経営の結果，利益と内部留保の蓄積により出資持分の評価額
が5億円になったとすると，その相続人や後継者である親族に対して相続
税や贈与税が約2億円課税されることになります。これに対して医療法人
のもう一方の形態である「持分なし医療法人」の場合は，その名の通り出資
持分という概念がなく，ないものに課税しようがないため，承継に際して
相続税や贈与税等は課税されません。
第5次医療法改正により，2007年4月以降は持分あり医療法人は設立する
ことができなくなりました。それ以降に設立された医療法人はすべて持分

実際に認定医療法人制度を活用した医
療法人の事例については，医療機関が特
定されないように一部内容を変更してい
る点をあらかじめご了承下さい。

事例掲載の注意点

出資持分の評価額は，国税庁が定める
「財産評価基本通達194-2」により評価
されます。

出資持分の評価方法

実際は，出資者の他の財産の状況や遺産
分割方法，法定相続人の状況等により，
実際の納税額が異なってきます。

相続税の計算方法

Link
財務省財政制度等審議会：令和6年5
月21日「我が国の財政運営の進むべき
方向」参考資料より（PDF）

https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/report/zaiseia20240521/04.pdf
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なし医療法人であるため，親族内承継の際に出資持分の承継について課税
されたり，出資持分の払戻請求に基づく経営リスクが生じたりすることは
ありません。しかしながら2007年3月以前に設立された医療法人の大半
は持分あり医療法人であり，現在でも全医療法人の約6割が持分あり医療
法人です。
単純に考えると，出資持分の評価が高く，多額の課税が予想されるのであ
れば，持分あり医療法人を持分なし医療法人に変更（移行）すればよいこと
となります。持分なし医療法人への移行自体は，法人の定款を変更すれば
可能です。しかし，移行に伴い出資者全員が出資持分を放棄することによ
り出資自体がなくなり，一定の場合を除いて移行時に多額のみなし贈与税
が医療法人に課税されます（租税特別措置法第66条第4項）。上記の例で
言えば，（税金を徴収する立場から）本来2億円の相続税を課税できていた
ところ，持分なし医療法人へ移行する際に出資者全員が出資持分を放棄す
ることで課税対象である出資がなくなり，それに対する課税ができなくな
ったため，代替手段として「医療法人を個人とみなして2億円を納税させ
よう」という発想です。
認定医療法人制度を利用すれば，移行時に医療法人に課税される2億円の
課税が非課税になります。つまり，本来は持分ありから持分なしへ移行す
る際に医療法人に対して多額の税負担が生じるところ，この制度を活用す
ることでみなし贈与税が非課税となります。晴れて持分なし医療法人とな
ったことで課税対象が消滅するため，その後に親族へ医療法人を承継する
際にも課税されないことになります（図2）。

持分なし医療法人持分あり医療法人

出資者が合計2億円の出資
持分を保有（相続税の対象）

定款変更

出資者全員が
持分を放棄

課税対象が
消滅！

本来は医療法人を一個人とみ
なし，相続税相当額2億円をみ
なし贈与税として課税される
ところ，認定医療法人制度を
利用することで非課税で持分
なし医療法人へ移行可能に

 図2 	「持分あり医療法人」から「持分なし医療法人」への移行の仕組み

払戻請求による医療法人の資金繰り悪
化や，出資者と経営者とのトラブルのこ
とです。詳細は第3章にて説明します。

出資持分の払戻請求に基づく経
営リスク

実際は，出資持分に対する相続税額の計
算方法と，移行時に医療法人に課税され
るみなし贈与税額の計算方法が異なる
ため金額も異なる可能性がありますが，
理解しやすいようにここでは同額の課税
額として説明しています。

出資持分なし医療法人への移行
時の課税額

2007年4月以降は持分なし医療法人し
か設立することができなくなり，その大
半が「基金拠出型医療法人」となります。
この基金拠出型医療法人の基金に対し
ては相続税や贈与税が課税されます。た
だし，基金は出資ではなく約定劣後破産
債権であるため，医療法人の利益や内部
留保が上昇しても基金の評価が上昇す
ることはなく，固定された金額として評
価されます。

基金拠出型医療法人
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（6）�医療法人へ賃貸している土地についての小規模宅地等の特例
の適用が縮小される

一定の要件を満たす場合に，理事長等被相続人が医療法人へ賃貸している
土地等について，持分あり医療法人への賃貸の場合は「特定同族会社事業
用宅地等」（400m2まで80％の評価減）であることに対し，持分なし医療
法人への賃貸の場合は「貸付事業用宅地等」（200m2まで50％の評価減）
となります（租税特別措置法第69条の4）。

5	 認定医療法人制度を活用した医療法人の事例

事例1	 整形外科クリニックでの事例

▶医療法人の概要
•クリニックを運営する持分あり医療法人
•標榜科目：整形外科
•�施設数：診療所が2施設（数年前から長男が当該医療法人で勤務。現在は
分院を設立して，そこで理事兼院長に就任している）
•純資産：約2億円（出資持分は理事長が80％，理事長配偶者が20％所有）

▶対策が必要な理由
毎年1億円近い純利益が生じることが予想されたため，将来，出資持分の
評価額が高額になり，多額の相続税が発生することが予想されていました
（図8）。
特に長男が院長として運営している分院の経営が順調であり，医療法人の
利益の大半は分院が占めているという状況でした。

 表2 	加入できる企業（共済契約者）
この制度に加入できるのは，次の企業です。ただし，個人企業や公益法人等の場合は，常用従業
員数によります

業種 常用従業員数 資本金・出資金

一般業種（製造業，建設業等） 300人以下 または 3億円以下

卸売業 100人以下 または 1億円以下

サービス業 100人以下 または 5千万円以下

小売業 50人以下 または 5千万円以下

（中小企業退職金共済事業本部：「加入の条件」 より転載）
（https://chutaikyo.taisyokukin.go.jp/）

医療法人は原則として，
サービス業に該当する
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▶認定医療法人制度を活用するに至った経緯
承継における納税の問題点として下記の2点が挙げられます。認定医療法
人制度を活用して，持分なし医療法人に移行することが有効な承継対策に
なることを説明しました。
①�出資持分は現金ではなく，当法人は将来，長男が承継することから
M&A等により出資持分を換金することも難しいため，相続の際に長男
を含む相続人は別途納税資金を準備する必要がある。

②�後継者である長男が運営する分院が好調であることは望ましいことで
はあるが，業績が好調であればあるほど理事長と理事長配偶者が所有す
る出資持分の評価額が高額になり，将来の相続税の納税額が増加してい
く（長男自身が自分達が将来支払わなければならない相続税の納税額を
増やしている）状況に陥っている。

▶認定医療法人制度を活用したことによる効果
医療法人の承継に関して，将来の納税の不安がなくなったことにより，そ
の後，長男に理事長を交代してから，地域医療に貢献するために医療法人
の規模をさらに拡大していきました。
本来であれば医療法人の規模を拡大すればするほど，長男やその他の相続
人の将来の相続税の納税額が増えていきます。認定医療法人制度を活用
し，持分なし医療法人に移行したことでそれを回避することができ，病院
経営により専念できる環境を整えることができました。

事例2	 小児科クリニックでの事例

▶医療法人の概要
•クリニックを運営する持分あり医療法人（いわゆる1人医師医療法人）
•標榜科目：小児科
•施設数：1施設
•純資産：約3億円（出資持分は理事長が70％，理事長配偶者が30％所有）
•�理事長の長男もこの小児科クリニックで副院長として診察を行ってお

本院

医療法人A会（持分あり医療法人）

長男が院長
多額の利益が生じている

毎年評価額が
上昇

分院

長男が将来
支払わないといけない
相続税も毎年増加していく

 図8 	出資持分の承継における問題点

理事長の引退時まで待っていたら毎期の
利益が積み上がり，純資産が10億円ま
で積み上がる可能性もありました。

好調な法人の承継における課題
点
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6	 よくある質問Q&A

 Q1 	 認定医療法人制度の活用を検討すべき規模は？
どのくらいの規模であれば認定医療法人制度を活用して持分なし医療法
人への移行を検討すべきでしょうか？

A1	まず大前提として，どのような規模であっても，持分あり医療法人が認定医療法人制度を活用して持分なし医療法人へ移行するこ
とにより，出資持分に対しての相続税負担や経営リスクを回避することが
できるというメリットを享受できると考えられます。
ただし，実際には，純資産2億円以上，もしくは純資産1億円前後であって
も，「毎期の利益が多額に生じていて，将来の出資持分の相続税評価額が高
額になると見込まれる」持分あり医療法人が認定医療法人制度を活用して
持分なし医療法人へ移行するケースが多いと考えられます（表3）。

もちろん，上記の規模に当てはまらない場合でも制度活用のメリットがあ
る可能性があります。専門家にも相談し，十分に検討した上で意思決定を
する必要があると思われます。

 Q2 	 顧問税理士に反対された
「認定医療法人制度を活用して持分なし医療法人へ移行したい」と顧問
税理士に相談したところ，反対されました。認定を受けないほうがよい
のでしょうか？

 表3 	認定を考えるべき目安

純資産2億円以上

•�ほかの財産の状況によっては出資持分に対する相続税額が1億円以上になりうる
（相続税の最高税率は55％）
•�費用対効果を考えても，認定を受けて持分なし医療法人へ移行することによる税負
担軽減のメリットのほうが大きい

毎期の利益が多額
•�現状は出資持分に対する相続税が少額であっても，そのままにしておくと出資持分
の評価額が膨れ上がり，将来の相続税が多額になる恐れがある。認定を受けて持分
なし医療法人へ移行すれば出資持分に対する相続税が膨れ上がることはなくなる
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